
自治体行政スマートプロジェクト
事業提案書（概要）
	幹事団体
	

	人口
	· 幹事団体の人口を記載

	提案モデル
	· 以下の選択肢から選択して記載
①指定都市モデル、②市区町村モデル、③都道府県モデル

	共同提案
団体名
（人口）
	· 検討グループを構成する団体の名称を記載すること。また、グループ構成団体それぞれの人口を括弧書きで記載すること。

〈記載例〉　Ａ市（**,***）、Ｂ市（**,***） ・・・

	対象業務
	· 以下の選択肢から選択して記載
（①住民基本台帳業務（窓口業務・バックヤード）、②税務業務（個住／法住・軽自動車税・固定資産税・収滞納整理）、③内部管理業務（人事給与・庶務事務・文書管理・財務会計）、④福祉業務（介護保険・高齢者福祉・障害者福祉・児童福祉、⑤その他）

	事業名称
	

	事業概要
	※「２　提案する事業内容」を要約し、数行程度で簡潔に記載すること



	事業期間
	※令和３年２月２６日を超えない期間を記載すること。

	事業費
	※概算見積額（様式○）の合計額を記載すること。

	幹事団体

担当者

連絡先
	※幹事団体の担当者連絡先を記載
団体名：

〈担当者〉
所属：
職名・氏名：
電話番号：
Ｅメールアドレス：


注）「事業提案書（概要）」は１枚にまとめること。
自治体行政スマートプロジェクト

事業内容・実施体制書
１　事業内容
	事業内容
	※ 事業内容を詳細かつ具体的に記載すること
※ 本事業内容に合わせて、「様式４　事業概要図」を必ず作成すること
※ 活用見込みのＩＣＴが既にサービス化されている場合は、提供事業者名及びサービス名も記載すること



	本事業に取り
組む経緯・
背景
	· 本事業に取り組むこととした経緯・背景について、具体的に記載

	グループ構成団体選定の考え方
	· グループ構成団体の選定の考え方について記載すること



	汎用性の説明
	※ 提案する事業内容が、他の自治体でも活用可能となるような汎用性の高いモデルである理由を記載すること
※ グループ構成団体が近隣自治体である場合は、団体間比較に基づく標準モデルが当該都道府県の特殊事情を反映したものではなく、普遍性があるモデルであることを示すこと


	目標とする

成果
	※ 本事業で達成すべき目標を可能な限り明確に記載すること
※ 目標とする成果を把握する方法を記載すること

	事業終了後の成果の普及及び取組継続に関する計画
	· 本事業で得られた成果の普及方策について具体的に記載すること
· 事業終了後、本事業で形成したモデルをどのように継続的に実施していくか、資金計画や人的体制を含めて記載すること

	これまでの
ＩＣＴ活用等に関する取組状況
	· 提案グループを構成する各自治体におけるＡＩ、ＲＰＡ活用をはじめと
するＩＣＴ活用の実績を記載すること


注）「１事業内容」は枚数制限なし。ただし、ポイントを押さえて簡潔に記載すること。

２　実施体制
（1） 提案者
ア　幹事団体

	１
	団体名
	· 幹事団体の名称を記載

	
	人口
	

	
	代表者名
	· 幹事団体の代表者の氏名・役職を記載

	
	提案責任者
（所属・役職・氏名）
	· 提案責任者は、幹事団体に所属している者とする

	
	担当者

（所属・役職・氏名）
	· 担当者は、幹事団体に所属している者とする

· 「事業提案書（概要）」の「幹事団体担当者連絡先」と一致させること。

	
	所在地
	〒


	
	電話番号
	

	
	Ｅメールアドレス
	


イ　幹事団体以外のグループ構成団体
	２
	団体名
	

	
	人口
	

	
	代表者名
	

	
	提案責任者
（所属・役職・氏名）
	· 提案責任者は、当該団体に所属している者とする

	
	その他担当者

（所属・役職・氏名）
	· 担当者は、当該団体に所属している者とする



	
	所在地
	〒


	
	電話番号
	

	
	Ｅメールアドレス
	


	３
	団体名
	

	
	人口
	

	
	代表者名
	

	
	提案責任者
（所属・役職・氏名）
	· 提案責任者は、当該団体に所属している者とする

	
	その他担当者

（所属・役職・氏名）
	· 担当者は、当該団体に所属している者とする



	
	所在地
	〒


	
	電話番号
	

	
	Ｅメールアドレス
	


※　グループ構成団体全てについて記載すること。記載欄が足りない場合は、適宜追加すること。
（２）連携する民間事業者　※民間事業者と連携する予定がある場合
	事業者名
	※本欄の記載内容については、予定でも可
※未定の場合は、事業者の選定方法、選定にあたっての考え方等について詳細に記載すること


	事業者の
所在地
	

	業務の範囲
	※連携する民間事業者が担当する事務の範囲等について記載すること


※　連携する民間業者全てについて記載すること。記載欄が足りない場合は、適宜追加すること。
（3） 実施体制（全体）
	※ 図等を用いて事業推進のための実施体制を明確に記載すること（下記実施体制図はあくまでも例示）
※ 外部有識者、民間事業者との連携・協力体制を構築する場合は、規模等を記載すること。












（４）実施体制（構成団体別）
	· 本事業の実施体制について、団体ごとに実施体制について明確に記載すること

１　幹事団体
２　Ａ市　
３　Ｂ市



３　その他特記事項
	· 必要な場合のみ記載



（様式１）





（様式２）





総務省





提案





実績報告、成果報告





委託契約





共同提案





幹事団体





○○市


・事業責任





共同実施団体





△△市








共同実施団体





□□市








・・・





再委託





外部有識者





○○大学





民間事業者





□□社





民間事業者





○○社





再委託





総合アドバイス





・事業実施のための組織体制を記載すること。


　（例）規模（人数）、組織機構上の位置付け（内部組織、附属機関、ワーキンググループ等）、責任者の職位（首長／部局長級／課長級等）


・自治体の行政改革計画における、当該提案事業の位置付けを記載すること。（現状位置付けがない場合は記載不要。）















